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1 .はじめに

有機農業の生産の実態については、従来からその実践農家が行政的な指導の

対象になっていなかったこともあり、各農家の経堂内容はL、うまでもなく、正

確な農家数の把握さえ困難な状況である九また、各農家間には営農規摸や技

術水準においても大きな格差があり、こうしたことから有機農業の経営的な特

徴を明らかにするには多くの冨難がともなう。しかし、有機農業は、本来の農

業の在り方が現在の市場シス子ムに適合しない部分で成立したものであり、市

場指向的性格を持つd慣行農業とは栽培技術だけでなく営農主体や流通システム

においても異なった特徴を示している。

たとえば、後継者問題は殆どの農家において共通の問題であるが、有機農業

の実践農家には農家出身の後継者だけでなく非農家からの新規参入就農者が日

立っている。特に、 40才台以下の有機農業実践農家は非農家からの参入者が多

L 、。兵車禁有機農業研究会の参加農家数は171 (91年現在)であるが同年の県

内の新規参入就農者は28人(再会未参加者 7名を含む)と 6分の i近くを出め
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る。

また、有機農業は無農薬栽培のための技街とその実践によって成立するが、

経営を安定させ有機費肥料の材料を自給するためには有畜複合が豪期であると

されている。したがって、有機農業の継続はこうした生産側治込らの主体条件の

充足によってもたらされるはずであり、それは噴行農業からの転換農家iこ有利

であることが想定される。しかし、実際に有畜複合を行っている農家はかえっ

て新規就農者の方に多く見られる。また、新規参入就農者誌就農の盟害要因と

して、技衝の修得や土地の取得よりも消費者獲得の困難を挙げ、中途離農者も

有機農業からの離脱要因として、消費者との提誘関係の継続の失敗を挙げてい

る。このことは、有機農業の継続要因が農家の生産側からの主体的条件からの

みに求められるものではないことを示していると思われる。

有機農業の実践には従来の発想の全面的な転換を必要とする局面が少なくな

いが、噴行農業からの転換農家には高齢者が多く都市消費者との意志疎通にも

時間がかかる。また従来からの営農作目とその設備を廃棄できない事構もある。

薪規参入就農者はそうした従来の制約条件にとらわれることなく原射を尊重し

た有機農業の実践を試みており、者機農業の特性を描き出すための対象として

適当であると考えられる。

以上のことから、新規就農者の営農を可能にしている要国を考察することに

よって有機農業の継続条件を求めることが可能であると考えられるが、従来の

農業から有機農業へ転換した農家と、新規に就農し有機農業iこ参入した者との

差異を求めるにあたっては、意欲、資質、技能水準、資本装錆等の検討が必要

である。そのなかでも新規就農者に不足すると思われるものは栽培及び営農の

技術水準であろう。本稿では特に、兵庫黒下で者機農業を営む新規就農者を中

心に、まずその営農実態を明らかにし、有機農業の技術的な特徴及び経営的特

性を確認した上で、それらを実践し継続を可能としている要因としての消費者

との提携の意義を明らかにする。

2 .新規就農者の主体条件
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( 1 )兵車累の新規就農有機農業参入者の概要

過去20年間における新規就農有機農業参入者(以下新規就農者)の事例を表

1 ~こ示す。一般には、非農家の新規就農は非常に菌難であり、全国農業会議に

よる就農斡旋事業も1987年から始められたばかりであるが、県下において農業

に新規参入し、かっ有機農業に取り組んだ農業者は過去約20年間で26名九現

在も継続中の農家は20名である。

農水省の調査 3)によれば、全国で農業継続中の新規参入農業者は、全国で

約400名、野菜栽培農家の割合は34%であるが、この数値を適用すれば兵庫県

の新規就農者は有機農業参入者だけでその l裂を占めていることになる。

表 1 新規事機農業就農者の一覧(兵庫察全体)
番号 住所 鍔始 年齢 重量外就業うた 4 営業内容，規模

和田山町 1983 54 専業 養鶏100，野菜.製パン
2 i1!i紀町!1983 46 専業 養鶏1000，聖子菜，製パン

3 ; 氷上回7 1983 46 侠医学施療 野菜30昌

4 市川町 1984 51 専業 養鶏300

3 南光町 1984 44 家庭教鯨 野菜15a ，綴 5a，養鶏300

6 高光町 1984! 38 家庭教都 養鶏200，野菜10a 
戸i 結生市 1985 42 自動車修理 1野菜10a 

8 椙生:市 1987 40 豆腐配送 ;野菜30a

ヲ 南光町 1988 31 家庭教部 野菜10a

10 千種田7 1988 36 家庭教部 養鶏300

11 上月町 1989 43 専業 野菜60a 

12 市島町 1号89 30 塾教師 野菜10呂，稲10a，養鶏600

13 市島町 1990 31 塾-家庭教的 野菜25a，緩lOa

14 青垣町 1991 41 専業 養鶏300.緩30a，野菜lOa

Ei 青垣町 19ヲi 44 専業 養鶏300

16 市島町 1993 -14 専業 養鶏100，野菜20a，稲30a 

丹南町 1991 専業 養鶏，聖子菜

18 丹南町 i1991 専業 養鶏，野菜

1骨 丹南町 197:1 45 専業 茶，養鶏

20 八千代町 1979 42 町会議員 養鶏4000，野菜20a，稲40呂

21 市島町 1982 32 専業 椎茸，野菜60a，経30a 

22 市川町 1984 4:1 専業 t野菜30a，稲30昌，養鶏600

23 美方町 lヲ85 32 専業 野菜

24 丹南町 1989 39 専業 野菜，養鶏

25 加美町 1989 44 専業 野菜，養鶏

L26 丹南町 1992 28 専業 野菜，牛

資料:聞き取η調査及び兵庫県有機農業研究会入会申込書

調査年:1悌3

住果実栽培農家は徐く

就農年代 該当数 営農形態 該当数

'80以前 2 野菜 3 

'81~'8;; 8 養鶏 3 

'86以降 16 野菜÷養鶏 11 

その飽 月J 

平均年齢 40.3畿

出荷先 就農契機 l

提携毘体 知人紹介

提携団体 役場紹介

個人 知人紹介

提携団体 知人紹介

提携団体 役場紹介

1提携団体号役場の紹介

;提携匝体 i 知人紹介

提携回体 知人紹介

{醤 人 知人紹介

個 人 雑誌紹介

提携団体 知人紹介

提携団体 農業会議

!提携団体 知人紹介

J提携団体 農業会議

提携団体 知人紹介

提携団体 知人紹介

提携団体 知人紹介

提携団体 知人紹介

提携団体 後継者

提携団体 後継者

提携団体 後継者

1提携団体 l 後継者
提携団体 i 後継者

提携団体 後継者

億人 後継者

提携団体 L一後継窒一一

出荷先 該当数

提携冨体 22 
個人 4 

備考

帰農

lヲ88離農

lヲ88提携解消

1988離農

1ヲ87提携角幸治
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この26名の内、非農家からの就農は19名、農家の出身者で他産業からの転換

者5名、農家の後継者の新卒就農が 2名である。また、就農の契機は多くが生

産者同士の紹介か、環境問題関係の雑誌での連絡によるものである。

兵庫県の有機農業生産者の活動は、 1975年の市島町有機農業研究会の発是に

始るが、表では'83、'84年と'88年以誇の新規参入者が巨立っている。筆者は、

これらの農業者の中から特に非農家からの新規就農者(表中の番号 1'"'-' 17)を

中心iこ聞き敦り調査を行った。

これらの農家の新規就農時の年齢は26'"'-'40才である。これから予想される通

り、資金力の弱さから経営規模は総、じて小さく、自作地を有する農家も少ない。

したがって農業所得は高いものではなく、多くは兼業である。しかし、農外収

入をもっ場合の多く法主に夜間に就労可能な塾・家庭教酷であり、星間時間の

多くが農業労働にあてられている。また後述のように、農業経堂の内容は有機

農業の原則に沿った有畜複合経営が多いという特設が見られる。

さらに、出荷先は殆どが提携匝体であり、就農と同時にこれらの消費者団体

との提携が成立しているか、既存の提携に参加している。これは就農先の選定

の際に、震に消費者との提携の可能性の有無がその検討要素の中に含まれてい

るためで、あると思われる。

( 2 )経営の目標

新規就農者は都市勤労者からの転業が多く、農業外の収入源を求める場合も、

農業労働を中心とした 1日の時間配分ができるような副業を得ている。このよ

うに、就農動機には所得外のインセンティブが強く{動いている。また、有機農

業を通して自己実現・社会参加を行うことに営農の目的を見出しており、所持

拡大よりも有機農業を中心とした農家としての生活を継続することを最優先し

ている。

つまり、彼等の就農動機は有機農業の実践によって自己の労働の意味を獲得

することである。彼等の多くが都市勤労者からの転職であることを考えるとこ

れは当然である。また、慣行農業から有機農業へ転換した農家においても同様

の傾向が見られる九
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どの様な職業であれ、その選択にあたっては非経済的な動機が少なからず含

まれるが、有機農業への新規就農者においては特にそれが顕著であると言える。

非農家からの就農はコストやリスクが高く、将来性も不安定であるにもかかわ

ちず、有機農業に参入している理由は、その選択基準として労働の質・目的・

社会的意義に高い比重をおいている引ためであるとの田答を得ている。

表2において示されるように、慣行農業から有機農業に転換した農家の動機

と新規就農者の動機を比較すると、転換農家は安全な食品を自分で手に入れる

ことが第一の吾的であり、高齢者が多いこともあって農業を続けるための選択

という要素は少ない。新規就農者の動機は脱サラ経験者が多いこともあってか、

本来の農業は有機農業であるという意識が強く、農業を継続するために積極的

に選択したという要素が大きL、。

表 2 有機農業への転換農家(高光町芋煮、会参加者)

番号 年齢 専兼別|水国語積 有機田!堀露積

43 12 

2 52 3 • 35 

3 65 ! 60 

4 51 2 120 

3 ;);) 50 

6 63 53 

7 56 I 2 63 

8 60 3 60 

9 61 3 50 

10 3戸3声 3 100 

11 58 18 

12 60 1;) 

13 70 3 40 

14 55 2 145 

15 56 3 230 

16 45 100 

61 3 45 

18 58 3 100 

19 60 3 30 I 

20 56 3 80 i 

21 JI 3 40 

平均 57 

合計 1506 

資料:アンケート及び現地調査

調査年:1994 

註:面積・規模の単柱は a

12 20 

o 5 。 10 。 14 
10 J 

10 6 

3 ワ

3 3 
3 

10 

o 

立{)ij 
2 

20 

θi :。
20 10 

O 20 

10 3 

{)[ 4 。 15 
3 

15 10 

40 3 

7.4 8.4 

155 li7 

有機燈 従事者 就農日 想定適正規模

20 2 365 20 

3 ヲー 2501 
10 2 365 

14 ワ 200 14 

コ ワ i 100 30 

6 200 ! 

ワ っ; 100 i 70 

10 2 300 10 

4 300 4 

15 2 300 15 

200 10 

20 2 300 

10 2 10 

7 150 20 

。! 3 100 
3 i 

4 う 120 10 

8 I ヲ 300 I 10 

;) I 2 130 

;) 2 300 15 

3 7 60 40 

7.8 2‘o 217.9 19 

149 i 42 

価格 動機 備考

3 養鶏

2 2 

2 

2 

2 i 

2 2 

2 i つ

3 2 

3 つ

3 7 

う

2 

ワー

2 

2 2 育苗

2 2 

2 ? 

2 ヲ

3 

2 ワ
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平均年齢 57歳
専兼別欄 由答数
1 =専業 4 
2=一種兼業 3 
3=二種兼業 14 
fiIfi格調=有機農産物の髄格に対する評鏑

1 =市価と儒等でよい 5 
2=市髄より高麺であるべき 13 

3=市憧より安酒でよい 3 
動機欄=有機産業に転換した動機(自由回答)
1 =営農継続のため 4 
2=家族の健農のため 13 
3=その他 2 

3 .新規就農者の営農実態

コメント等

年金生活者含む

少量でも出菊可能

マーケトサイズが小さく出荷コスト大

形が悪くても出荷可能

仲間作り等

有機農業の技術水準は、農業経験の年数からのみその向上が図られるもので

はない。慣行農業の冨定観念から脱し切れずに有機農業の技構の向上を図れな

い農家もまた多い。また、有機農業の継続には技術水準の舟上だけでなく、労

欝時間の適正配分や消費者との関係の雑持向上が必要となる。以下では、こう

した条件の充足と新規就農者の特性の適合を検証してL、く。

まず、完全な無農薬・無化学肥料の技術体系を確立している農家の割合は少

ないとされるがベ完全無農薬に到達できない農家の殆どは、稲作における除

草煎の使用を止められないことにその原国がある。また、野菜の栽培だけをと

れば無農薬の実接農家は多くなるが、有機糞肥料までを自家生産している農家

は少ない。

ところが、新規就農者はいわゆる完全無農薬・無化学肥料の農業棒系を当然、

のこととして実践しており、(1 )野菜の多品目栽培と(2 )平館い養鶏をそ

の特徴としている例が多い。したがって、こうした新規就農者の営農の実態を

通して脊機農業の技術体系の実現可能性を検証することができると思われる。

( 1 )野菜の多品目栽培

有機農業に取り組む農家は複合経営を行う事例が多いが、表 1にもそれが見

られる。また、ここでいう複合経営とは次の二つの意味を含む。すなわち、野

菜の複合作目つまり多品目栽培による経営7)と有畜擾合経営である。
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表 3に年間の出荷品目と販売額の例を示す。また、大まかな比較ではあるが、

表 4tこ雲行栽培の作吾と有機農業の多品目栽培における生産費の比較を示し

た。ここでは、慣有農業が市場出荷に適合するため短期集中の労横投入を行う

雇用を必要としていることに比して、有機農業は提携による罵年出荷に適合す

るため長期分散的に労揚を投入することで昌家労働を活用でき、かっ労働強度

が減少していることが予想される。

表3 野菜の出荷品目と出荷額の年間推移

単位(千円)

1丹 つ ト斗~-+~ 6 8 9 10 11 121H 

大 根 2.5 2 4.41 8.9 

丈 捜 葉 ;0.3| 5. 7 0.9 6.9 
一一

1. 2 i 1. 92 人 参 J:i.2i li.i 1572! 5.6 56.34 

人 参 葉 2.2 1.2 1.4 4.8 

王 葱 44.7 21. 2 1.5 21. 3 号 88.7

葉 王 磐、 2.1 I 

4馬 鈴 薯 1. 81 1.8 

キャベツ I 34.3 1.1 0，4 36.7 

白 菜 11.4 37.61 49 

ホウレンソウ 1.1 1.1 4.9 0.3 8.9 

レ タ ス 6 15.4 

-:r 。
一十一

藷 子 33.1118.2 1.05 1.4 53.75 

拐 思 5.4 ;}. 6 11.4 

ピーマン 4.9 2. 1 1.05 2， 11 10.15 

そ の 抱 8.75i 8. 7:i 

松 菜 。45.8 2.4 ! 48.2 

ラディ、ゾシュ 51 0.4 51. 4 

水 菜 4.4 29.41 33.8 

コ ン 8. 7 8. 7 

南 毘 10.8 3.78' 14.58 

R口R 日 数 6 2 4i 3 3 8 6 3 8 11 円t 72 

計 17.5 61 33.5 i 10 82175.91126.7 50.1 28.23 108. 1 38.37 50‘6 627 

資料:表 I番号13の農家{栽培面積15a )の'92出荷実績

参考:栽培語讃lOaの場合

計 1 60170.51 62.SI 45.51 25i 571 971 861 63163.51 751 841 7891 

資料:表 l番号6の農家の'87出再実績
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表4 宥機農業と境行農業の生産費と叡益性比較(10a当り〉

単位(円)

有機農業 慎行農業〈露地単作)

費目/作目 多品巨周年 茄子(夏秋)岳菜(秋冬)大根(秋冬)! 

物量ま費
種苗費 35，060 10，973 13，931 21， 622 ! 

肥料費 10，000 121， 351 35，960 24，887 
農薬費 90，454 28，405 20，579 

光熱動力費 57，350 16，859 3，176 4，394 ! 
農器具費 38，210 40，051 16，185 27，832 ! 

その能 97，818 8，971 27，732 I 
企副産物

間引き -22，550 

上記計 118，070 377，506 106，628 127，046 

叡益性

生産物価格 626，900 1， 794， 841 294，074 524，103 
所得 508，830 1， 195，373 182，089 386，046 I 

所得/8 2， 193 12，689 17，239 31， 354 i 
労動自数 232 94 11 12 i 
労動時間 1557.5 891 87.5 107.9 

労働時堕/巨 ::>.;:> 9.5 8.3 9 

資料:有機農業は表 l番号13の農家の'92実績
資料:慣行農業拡農水省統計需報部下平成3年産 野菜生産費」

参考
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ここで実践されている有機農業が多品目栽培とならざるを得ない要因は、農

法上iこ起因するリスク回避及び出荷形態の2点から説明できる。

まず、 1点吾は無農薬栽培という農法がもたらすリスクの回避に求められる。

これは、表 1の対象者のすべてが一切の化学合成農薬の使用を排している 8) 

ことから、病害もしくは虫害の発生時の被害を多品目栽培と圃場分散作付によ

って l品目もしくは l圃場の範毘に止めることが必要となるからである。また、

この多品目栽培によって植物相が多様牝され、居場の生態系の安定を図ること

ができる。つまり、有機農業の技術的実践は有機質肥料の施肥を必要条件とし、

多品百栽培を十分条件として可龍となるといえよう。

2点目は、表 lの出荷先に見られるように、固定措費者への周年供給の必要
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に基づくものである。農薬を使吊しないことで農産物の外観はある程度損われ

やすくなるが、現在の市場出荷基準ではこれは致命的な欠陥となる。従って、

有機農業を営む農家は殆どが表8の擦に固定した出膏先もしくは消費者を持っ

ている。これらの消費者は複数地域の生産者と提携する場合もあるが、概して

一地域の生産者と提携を結ぶため、消費者の必要とする品目を可能な摂り挟給

することが求められる。このため、特定作吾に特化した生産を行うことはでき

ず、結果的に有機農業の実践に必要な上記の技術的条件を溝たすことにもなる

のである。

( 2 )平飼い養鶏の生産性

表 1ではまた、営農内容として「野菜十養鶏」が多く見られるが、この形態

は以下の理由から必要となると考えられる。まず、有機農業は野菜の露地栽培

を主としているため、坂穫量の季節的な変動は避けられない。したがって、有

畜護合によって所得の変動を補完する必要がある。また同時iこ、安全な有機質

肥料の材料を確保し、さらに副次的には余剰生産物を可能な摂り飼料iこ転化す

ることによる需給調整を図ることもできる。

有機農業の実該者によって行われている養鶏は、一般に平飼い養鶏と呼iまれ

るものである。これは、ケージを使用せずに地面で鶏を運動させ、飼料を自家

配合して抗生物質等の添加を避けることで健康かつ安全な卵を供給することを

醸呂としている。表5に示すように、産卵率の季節変動はあるものの、野菜に

比して安定的な出荷を続けることができ、卵値は 1 個当たり 30~40円と市販の

ものよりも高価格なため、一般に値がさの低い野菜を中心とする経堂におし、て

一定の所得保証をもたらし、その効果は大きいといえる。

表 lでは成鶏300::fJ程衰の規模が多いが、鶏の経済寿命18ヶ月の間で前半は

産卵率が急速に上昇し、後半は緩やかに低下する。このため、常に産卵鶏300

羽を維持し100羽を顔次等間扇で導入するローテーション(飼えば初生雛を導

入する場合で 6ヶ丹、 90司雛を導入する場合で 5ヶ月間隔)を組むと総産卵数

の変動は大きくなる。産卵率が表5の様に推移するとすれば、産卵数の変動を

抑えるためには、表 11こもいくつか見られるように成鶏600羽以上の規摸を維
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持し2ヶ月間隔で90司雛を導入することが合理的と思われる。

表5 平飼い養鶏の飼料養と出荷額
耳次 l月纏 6月緩 II月雛

費量料費 出荷額 続料費 出荷重量 飼料費 出祷書E

l 2ヲ670 13.3;;0 83.47" 13.350 64.2耐。

2 4，005 13.3，;0 84司325 13.3議} 83，475 

3 五歪340 13.3，;0 関空535 13.3，;0 92.820 

4 6.67;; 13.3，;0 63α持 13.3，;0 91. 035 

δ 8.678 13.3，;0 五7.7:>0 13.3，;0 83.680 

6 10.013 10.5剖 2.670 13.3:>0 81.却。

12.015 42.街。。 弘前15 13.350 73.70;:' 

8 13.350 57，750 5，340 13.3a。 69.61忌

9 13，350 63却。 6.67;; 13.3，;0 64.890 

10 13.350 78，7;)0 8.678 13.3:>0 58，905 

11 13.350 89.2:>0 10.013 11.5，;0 2.670 

12 13.350 89.2:>0 12.015 43.260 4，005 

13 13.350 84，000 13.350 63.525 ';.340 

14 13.350 78.7';0 13.3:>0 72，4:>0 6，675 

13 13.350 73，認。 13.3油 94. ，:;関 8，678 

16 13守3Zl0 68，250 13.3:>0 92.820 10.013 11. 02'; 

17 13.330 63，000 13.300 91，035 12.01:; 43.680 

18 13，330 "57.7却 13，350 85.6掛 13.3お7 60.06。

月半均

労量単価/時

資料:表 l番号5の農家の'92実績
注 1)或鶏300羽飼育(100羽毎年3田入替え)
注2)卵鏑35円/檀

4 .労働形態の特徴

( 1 )労働時間の配分における特徴

2月雌

重量料費 出荷額 総銅料費

12，01a 46.200 41. 385 

13.350 63，525 44.055 

13.350 69.300 45.390 

13.350 86.625 46.725 

13.330 98，175 48.728 

13.330 98.173 39.383 

13.350 92.400 42.7却

1.3.3;:'0 86.62;; 45.390 

13.350 80.8，;0 46.72;; 

13.350 i5，07;) 48.728 

13.350 69，3君。 39.383 

13.330 63.525 42.720 

2令670 34，710 

4，005 37，380 

:;，340 40.718 

6.675 4.1.388 

8，678 47，393 

10，013 ゑ0.06.1

43.610 

総理E完額 叡 益

193.93.i 152， .)忌む

231. 3.25 187.470 

242.655 197.265 

240.660 193.935 

2封，飴3 192.878 

i部，，)75 151.193 

210.10'; 167.38.i 

213.990 168.600 

208.740 162.0l.i 

212.730 164.003 

170，100 130.718 

i蝿ω033 1:;3.31与

147，525 112.81;; 

151. 200 113.820 

168.加。 127.283 

172.095 128.708 

197.715 1:;0，323 

203.49日 1';3.428 

199. ~93 155，983 

2，6C陣

単位(円)

飼軒費率 産卵率

。21 0.46 

0.19 0.55 

0.19 0.58 

0.19 0_ 57 

0.20 0.，)8 

0.21 0.45 

0.20 0.50 

。21 号、;;1

0.22 0.，;0 

0.23 0.51 

Q.23 0.51 

0.22 0.47 

O. z4 0.35 

0.25 0.36 

0.24 0.40 

。25 Q.41 

0.2"4 0.47 

0.2:3 Q.48 

0.22 0.48 

表 6に、表 1の番号21の農家の時間配分の事例を示す。特徴として、除草や

手入れ等の管理労働が多くなっているが、有機農業がこれらの作業に薬剤を要

黒しないことを意味する以上当然、のことである。また、新規就農者は、兼業で

あっても営農意欲が旺藍で事り、技術的な工夫も多く克られる。したがって、

話5農作業に携わることになり、結果的に労楊生産性は低くなる。しかし調査

対象農家は、いずれも自家労働と資材の自給によって経営の完結性を高めるこ

とを目標としており、設等が生産性向上のために農作業従事日数を減らすこと

iまないと思われるロ

有機栽培農家は、労機多投型の栽培技術を採用することに加えて多品目栽墳

のため、さらに複雑な管理を必要とする。しかしながら、これは農作業の単調

さを回避し、農家が自己の労働に主体性を取り戻す大きな効果を有することに

なる。反面、規模拡大の阻害要因ともなるが、同時に単一作物の栽壇規模拡大

によって圏場生態系の多様さを損うというリスクを回避することにもなる。番

号21の農家の時間配分は、これらの要因からもたらされたものと言えよう。
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表6 有機農家の時間配分

月 務起 定植・播種 進水ー施肥 中耕・絵筆 JR穫・譲製 管理作業
6 15 14 

2 3 7 12 

3 6 4 8 22 20 
4 10.5 27 4 82.5 3 15 

3 16‘5 58 s 28‘5 21 22.5 

6 13.5 34.5 8.5 8 41 58.5 

7 3 3 8 55 40 37 

8 8 7 8.5 45.5 17 30.5 

9 20.5 40.5 ヨ 19 6.5 43.5 

10 0.5 21 4 ! 8 74.5 725 

11 9.5 

12 

合計 90 

労働日数

労働待問/日

14 : 

209 

2 

46 

281 
;).;) 

資料:表 1番号13の農家の宙実績

参考:費行農業露地単作栽培

茄子 〈夏秋〉

118.6 43.5 

合菜 {秋冬)

18.6 8.2 

大根 〈秋冬〉

14. 1 I 2. 7 5 

13 JJ 29.5 

6 15 

2775 310 370 

24.4 505.3 185.3 

2.7 294 25.3 

会議ー研修

16 

16 

24 
36.5 

22 

10 

30 

42 

11 
15 

20.5 

12 

255 

資料:農水省統計晴報部「平成3年産 野菜生産費J の調査農家平均鐘

( 2 )消費者との提携形態と出荷方法

メELZZ 

所要時措 (H)

言十

51 

40 

84 

180‘5 
174.5 

172 

178 
158.5 

146 

195.5 

143.5 

34 

1557.5 

890ヲi

87.51 

間 D

出荷回数

ヲ

4 

13 

3 

12 

18 

13 

6 

16 

11 

8 

130 

出荷議製

lヲ5

出荷調事長

3035 

36.9 

56.7 

表 1に見られるように、ほとんどの農家が提携先の消費者団体に出荷してい

る。表5では、野菜の収穫・調整時間が少ないことが示されており、会議や消

費者との応対の詩関が多いことが自立つ。これは、産消提携による出荷労働の

軽減・単純化と、それをもたらす提携関係を維持するための消蓑者との交流時

間の必要から説明できる。

提携方法に関しては後の章において詳述するが、産消提携では野菜の外観に

よって価格評語を変えたり、形状によって提格を決め、それを出荷基準とする

ことはない。外観ではなく品質に問題がない限り、同品目同一単価で出詩され

る。また、購入予約の口数によって事前に確認された作付面積分は全量引耳元が

原則であるため、各出荷日毎の予約口数に見あう量が各農家の判断によって大

まかに決められ出荷される。出荷頻震は提携先によって異なるが、週 1司から

4回である。
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表8に見られるように、この規格の単純化と荷姿の簡易化及び、足毎の購入

口数の事前確定によって出荷に関する労働法慣行農業と較べて大きく軽減され

ている。

以上の提携の成果を端的に表現すると、有機農産物に相応しい評価基準の確

立が第一に挙げらむる。有機農業の出荷コストが低いという特教は、栽培過程

及び流通過程における形状保持のためのコストが低いことに起思しており、こ

れは有機農産物の評価には従来の評髄基準が適合していないことを消費者が了

承した結果である。

有機農業実践者の営農を継続させるには、生産技術だけではなく、有機農産

物に適合した流通方法が必要となる。それ辻、一般農産物の様な予冷技術や多

頻度配送といった流通技術だけの問題ではなく、以上の様な有機農業iこ梧応し

い評価基準・方法の確立が必要である。また、それが必然的に出蕎コストの低

下をもたらす結果となる。

この産消提携における有機農産物の生産条件を考憲した評価基準は、当然な

がら従来の市場システムの様な栽培方法に負担をかけるもので法令く、逆に有

機農業の継続を促進するものとなっている。市場システムは、農産物をその流

通に適合させるために過度な規格適合を求めてきた。特に外観・形状を保持す

るために生産方法に大きな負担を与え、その結果、農産物の内実と農作業時に

おける安全性が損われてきた。農薬の痩用は消費者よりも生産者により多くの

負担をかけてきたのである九この意味においては、有機農業を志向する農家

は、有機農産物を求める消費者よりもさらに切実に産消提携を必要としている

と言ってよい。

5 .有機農業の原理と新規就農者の実践方法

ここで、以上の新規就農者の営農実態について、有機農業の原理的な立場か

らの考察を加えその合理性を検討する。

農業における付加癌値生産については様々な克解があるが、農業生産が土壌

の生産力を利用するものであることは前提としてよいはずである。つまり、生
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産力を形成するものは土壌の内部-外部環境の在り方であり、その生産力を引

出すものが入院の労携であると捉えることができょう。

有機農業の生産的側面である有機栽培の原理とは、土壌の生態的環境を阻害

するものを排除し、土壌循環に寄与する資材を投与することによって土壌の生

産力を高めるというものであり、この場合の、前者が農薬-化学肥料であり、

後者が有機質詑料である。例えば、土壌の生産力が高い、土壌にとって望まし

し、状態とは次の通りである。

①物理的性質としては団粒構造であること

②化学的性質として肥料成分を多く含むこと

③生物的性賞として有益な徴生物が生怠していること

一方、有機費の投与による効果には次のものがある。

①物理的性質は有機質の緩速的分解によって団粒化される

②化学的性質は多様な栄養素を含むことになり、肥沃イとされる

③生物的性費は餌となるものの補給によって多様化し、有機費分解機能を高

められる

この有機栽培による士壌改善効果と上記の良好な土壌状態の条件を比較すれ

ば、化学肥料の使用は、 3〉③の条件を満たさず、②を一時的に満たすのみであ

り、農薬の痩用は、③を誼害するが、有機賓の肥料の使用は、①②③を同時に

講たす、という結果が得られる。したがって、物的側面からのみ見れば有機栽

培の効果は高いものであるといえる。しかし、農薬・住学肥料を使用しないた

めには多くの代替的な方法をとる必要があり、それに伴う労働量の増加は大き

いものとなる。

つまり、有機農業の場合、人間の労揚投下が多くなるため、土壌の生産力は

高まる反面、農業の生産性は低下する要素を含むこととなるのである。

こうした京理によって土壌から産出されるものが有機農産物と呼称されるこ

ととなるわけであるが、逆に有機農産物の定義からその生産方法を原理的に導

くならば、有機費肥料を使用し、土壌の環境説得機能を活用することによって、

農薬・化学肥料を使用せずに栽培された農産物の栽培方法としては以下の方法

が考えられる。
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まず、表7に示すように農薬を襲わない方法としては、重接的には手作業等

による病虫害の原菌の排除があるが、事後的でありかっその排除対象も視党的

に認識できるものに鵠摂されるため、その有効性には張界がある。しかし、そ

の他に間接的な方法として作付時期・品目による環境鵠鍔が可能であり、これ

らの組合せによって省力化・能率向上を図ることができる。

表7 宥機栽培における農薬の代替方法

虫害 病害 雑草書 目 的

農薬の機能 殺 虫 殺 菌 結 死 危険要菌の排除・土壌徴生物層の破壊

適期作 居、 避 忌 避 無 効 環壌制御の失敗による危険を回避する

有襲培
混・間作 分散抑制 分散抑制j 抑 額 作物商土の忌避関係を利現する

輪 作 無 効 持 制j 無 効 時間的寵作、向上

疎 撞 持 制i 持 制 設取り 通気姓を保つ
の
移 植 忌 避 忌 避 技取り 作物を雑草より早く生育させる

技術
手作業 殺 虫 無 効 該取り 危険要菌を強制的に排捺する

土壌改善 持 制 抑 期j 持 輯 地盤安定、分解機能向上、物理構造改善

代替による影響 農業従事日数増大、労働時間増大、管理作業の高度化

上記の方迭を採用する効果・影響としては次のものが想定される。適期作に

ついては、そのための労働投下は不要であるが、作物毎の供給は時期が限定さ

れ慰問も短くなる。混・間作については、同様にコスト負担は不要であるが、

同一層場に多数の作物を栽培することになり、多品目少量供給をしなけれ江な

らなくなる。輪作についても同様に、後作の作物を栽壇することとなり、供給

品巨が複数になる。

次に、化学肥料を使わないためには

①化学担料に馨る肥料を自家謁達する(厩肥、人糞、廃棄撞物、生ごみ等〉

②市販の有機費資材を購入する(有機肥料、発欝資材等)

の選択肢があ丹、両者を採択することも可能であるが、その効果-影響として

表8に示すものが想定される。

表8 化学理料の効果と事機肥料による代替の影響

化学肥料 i 制E労動軽誠、震予効性、 D~料効果大、安輔、土壌劣化

有機思料|施D~労動増大、遅効性、 D~斜効果小、謁達コスト増、土壌改善
代替による影響 i購入費の増加もしくは堆記作成の労儀費増加
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このように、化学肥料を夜用しない栽培方法を実接する結果、施肥のための

労議増が不可避となり、同時に肥料効果の遅速化による施肥時期の早期化、担

料効果の減少による施肥量増加と調達コスト増もしくは資材の自給のための労

動増加をもたらすこととなる。

以上の農薬と化学杷粍の代替方法とその影響の検討から導き出される有機農

業の実接方法〈生産と供給の在り方〉は、表9に示されるように、前述の新規

就農者の営農の特徴に見いだすことができる。

表g 新規就農者の堂農内容とその特徴

(1 )営農形態 特 徴 目的・効果

右畜複合 毎日一定の作業が必要 安全な肥料の確保、所得安定

(2)作付体系

多品目栽培 需要の少ない作目も栽培可能 i園場生態系の安定
周年栽培 年間労種訪日教が多い i特定消費者への通年供給、所得安定
(3)出荷形態

全量出荷 短期間での収穫不可 ヲl取保証

第易出荷 調製作業不要 作業の簡素化

つまり、有機栽培の実践のためには生産者側が労舗の増加を可とし、有機栽

培に必要な営農形態と作付け体系を備えることと、消費者側が供給時期の限定

と品目の増加を許容することが必要である。このためには、労働の増加分を補

鐘することと、一品自の季範的需要ではない多品目の男年受容体舗が必要とな

る。つまり、生産側の有機栽培の実践と消費者側の継続性をもった組織的購買

活動の実践が結びついたところに有機農業が成立することとなるのである。

6 .むすび

以上、事機農業の原理にもとづく実践は、積行栽培からの転換農家よりも、

かえって新規就農者の営農実態の中に見いだされることが確認された。そこで

は、自家労働を中心とした自給的な複合経営、及び消費者との提携関係維持の

ための様々な活動という特徴が見られた。特に有畜だけでなく多品呂栽堵を含

めた意味で、の複合経営は、有機農業にとって技箭的な意味合いと所得祷完的な



(74) 神戸大学農業経済

意味合いを持ち、提携関孫維持のための周年出荷の必要からもたらされたもの

であった。

この様に、新規就農者の営農実態が有機農業の原理に近いものとなっている

要因は、労働選好が高いこと、つまり技能の選択の擦に資材投入よりも労働投

入を選ぶという有機農業に適合した特性と、所得選好が低いという特性に求め

られる。特に薪規就農者は、高所得の会社勤務よりも低所得の農業生活を選ん

だわけであり、このことも大規模営農や施設栽培が困難な有機農業に適してい

る。さらに、彼等の環境探全意識は高く、農業以外の社会問題にも視野を広げ

ていることは、広範な社会意識を持った消費者との提携を創り上げる上で必要

なものである。

これに対して、彼等を支えるべき、消費者の特性を考察すると、食品に対する

安全意識が高い、環境保全意識が高い、現状の消費様式に対する反省が強い、

人的交流を求める度合いが強い、といった生産者との提携に相応しい特性が見

られる18L

有機農業は、生産プロセスから農薬と北学肥料を排捺するという生産者の行

為だけでなく、そのアウトプットである農産物iこ従来の市場適合性を求めない、

という消費する側の評値基準の転換を伴うことによって実現される。従って、

有機農業の成立には、生産プEセスの転換だけではなく、消費者の意識の転換

が必、要となる。

すなわち、有機農業の実践に辻、生産者の有機農業への参入(転換〉欲求と、

生産者の行動に対する消費者の支持、さらには消費者の生産への参画欲求、及

びこれち再者の欲求を満たすための行動が必要となる。その行動の過程におい

て、有機農業に適合した栽培技衡や消費様式が講築され、継続条件が整えられ

てし1く。したがって、新規就農者の有機農業継続には、営農意欲、経営規模、

技能水準といった生産者側の主体的条件だけでなく、消費者との提携の形態と

関係の維持が主要な条件となるのである。

兵庫県においては、新規有機農業就農者の就農自体が生産者と消費者との提

携関係を蔀提として実現されており、公的な機関の紹介のみによって有機農業

に就農した事例は稀である。また、新規就農者が一定の技術水準に到達するま
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での期間を支え、彼等との農産物の謡鍾評価にとどまらない生活における師鐘

基準の共有をも可能にし、その営農意欲を維持・向上させているのも、この消

費者との提携関孫である。したがって、有機農業実践農家にとって営農意欲・

生産基盤・栽培技箭等の主体条件の確立だけでなく、消費者との提携関係の構

築と維持が営農継続条件として必要となる凡そのため、生産性向上よりも循

環性維持、所得拡大よりも農的生活の安定性を志向するという有機農業の経営

的特質は、禁農薬栽培に遥合した生産技能やその実践にだけでなく、産消提携

という流通システムiこ遺合した営農体系や交流活動に現れてくることになるの

である。

注 1)実態報告としては、「有機農業の地域的展開」家の光協会、 19920 1fT有機農

業J Iこ取り組む農家等の事例』農林水産省統計情報部、 1989等がある。

2 )筆者調査による。

3 )農水省青年農業対策室、 1991年5丹

4 )農水省環境保全型農業対策室「有機農産物生産・流通・消費調査結果」の有

機農業への参入動機に対する回答、 19910

5 )これらの新規就農者が有機農業に求めている社会的意義は、次の諜に捉える

ことができる。当初の反公害運動は、地域毎もしくはケース毎iこ震関され、

被害者・加害者もしくは加害被疑者の関係が明白し、公害源の責任を追及す

るものであっが、その運動を担う人々の意識は、公害を排出しつつ生産され

た樟費の需要構造を問うまでに成長した。有機農業運動は、公害を発生させ

ない生産方法を要求するとともに、治費11tHもそれに見あった消費方法を摸索

するという意味において、皮公害運動の成果を継草する、より高次の公害反

対運動として並置付けることが可能である。つまり、有機農業運動と殆ど詞

義として取り組まれている産消提携運動は、単なる消費者もしくは生産者の

獲得方法ではなく、有機農業の社会運動的側面に記因する当然、の戦箭ともい

えるのである。

6 )野克山敏雄「有機農産物の流通と産直の条件J IF人間と社会」東京農工大学、

1993.4.10 
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7 )従来の市場出祷農家でも一つのハウスを使用して複数の作目を栽培すること

は多く見られるが、同一睡場もしくは施設で数十品目の野菜が同時に栽培さ

れることはないであろう。

8) r有機農産物に係わる青果物等特別表示ガイドラインJ 1993.4においても有

機農産物とは無農薬で栽培されたものであることが明記されている。

9 )いうまでもなく農業生産は自然環境からのインプットが大き主部分を占め、

工業生産と異なって、農業の生産プロセスは自然からの影響に対して開放さ

れたシステムとなっている。したがって、外部環境の彰響を排除してこれを

一定に保つには多大のコストを必要とする。近代農業は、この生産コストを

技街革新によって克麗しながらも、能方で生態系の消耗や個崩の生産者・消

費者の被害等を顕著に現し始めた。つまり、農産物の市場遺合コストを内部

イとすることなく、重接の被害者や社会的な負担へ握り向けてきた。これが、

近代的農業と市場流通システムの発展・普及過程であった。また、有識農業

が生産のプロセスから有害物質を排験する結果として、その農産物に什加価

値が付与されることになるので、あって、高品差別北によって市場から高価轄

の評植を受けることをE的とするものではなし、慣行農業の特質は、農産物

に車場適合性を求めることにあり、それが生産プロセスに大きな負担をかけ

続けてきた結果、この市場連合コストは農産物の食品としての安全性を損う

という影で支払われてきた。有機農業運動は、その市場適合の過程で分離さ

れていった安全性という特性を、農産物に再び取り戻すことを目的としてい

る。

10)国民生活センタ_Il'多諜化する有機農産物の流通』学陽書房、 1992。金起饗

「者機農業運動における生産者と消費者の提携に関する社会経済的研究J(持

戸大学修士論文)1989等。

11)提携関係の構築については、拙稿「有機農業運動における産消提携の多様化

とその要密JIl'農林業問題研究』第114号、 1994年を参照されたい。

(受理年月 1994年10丹〉


